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地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱新旧対照表（令和２年７月１日改正） 

 

 

改 正 案 現   行 備考 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱  

平成２３年 ３月３０日 国総計第 ９７号 

国鉄財第３６８号 

国鉄業第１０２号 

国自旅第２４０号 

国海内第１４９号 

国空環第１０３号 

（中略） 

令和 ２年 ７月 １日 国総地第 ３４号 

国総モ第 １６号 

国鉄事第 ８７号 

国自旅第 ７８号 

国海内第 ２９号 

国空事第４１４号 

平成２３年 ３月３０日 国総計第 ９７号 

国鉄財第３６８号 

国鉄業第１０２号 

国自旅第２４０号 

国海内第１４９号 

国空環第１０３号 

（中略） 

 

 

附 則（国総地第３４号、国総モ第１６号、国鉄事第８７号、国

自旅第７８号、国海内第２９号、国空事第４１４号） 

第１条 この要綱の改正は、令和２年度第二次補正予算から施行す

る。 

 

（地域公共交通感染症拡大防止対策事業） 

第２条 大臣は、令和２年度第二次補正予算に限り、附則別表１に

掲げる地域公共交通事業者が新型コロナウイルスの感染拡大を防

（新設）  
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改 正 案 現   行 備考 

止するために必要な対策を行う事業（以下「地域公共交通感染症

拡大防止対策事業」という。）を行う場合においては、この条か

ら附則第２０条までに定めるところにより、予算の範囲内におい

て当該事業を行う者（以下この条から附則第２０条までにおいて

「補助対象事業者」という。）に対し補助金を交付する。 

 

 （補助対象期間） 

第３条 地域公共交通感染症拡大防止対策事業における補助対象

期間は、令和２年５月２７日から令和３年３月３１日までとす

る。 

 

（補助対象事業等） 

第４条 大臣は、補助対象事業に必要な経費のうち、補助金交付の

対象として大臣が認める経費（以下この条から附則第２０条まで

において「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内に

おいて補助対象事業者に対し補助金を交付する。 

２ 地域公共交通感染症拡大防止対策事業における補助対象事業

の種目並びに補助対象事業の種目ごとの補助対象事業者、補助対

象経費の区分及び補助率は、附則別表１に定めるものとする。 

 

 （補助金の額） 

第５条 国が交付する補助金の額は、補助対象経費に附則別表１に

定める補助率を乗じて得た額以内とする。 

 

（補助金交付申請） 
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改 正 案 現   行 備考 

第６条 補助対象事業者は、補助金の交付を受けようとするとき

は、すみやかに様式第８－１による補助金交付申請書を大臣に提

出しなければならない。 

２ 補助対象事業者は、補助金の交付を受けようとするときであっ

て附則別表１に定める実証運行を行う場合は、次の各号に掲げる

書類を補助金交付申請書に添付するものとする。 

 一 実証運行の計画として次に掲げる事項を記載した書類 

イ 実証運行の実施内容（期間、運行回数、輸送人員見込（対

前年比を含む。）等） 

  ロ 必要な感染症対策及び車内等の密度を上げないための配

慮の内容 

  ハ 実証運行に要する経費見込 

ニ 実証運行による収入見込 

 二 直近の財務関係書類（貸借対照表及び損益計算書） 

 三 国又は地方公共団体による支援制度を活用している場合に

はその内容及び額を証明する書類 

 

（交付の決定及び通知） 

第７条 大臣は、前条の規定による補助金交付申請書の提出があっ

たときは、審査の上、交付決定を行い、様式第８－２による交付

決定通知書を補助対象事業者に通知するものとする。 

２ 大臣は、前項の通知に際して、必要な条件を付すことができる。 

 

（交付決定の変更等の申請） 

第８条 補助対象事業者は、補助対象事業の内容を変更しようとす
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改 正 案 現   行 備考 

るときは、様式第８－３による交付決定変更申請書を大臣に提出

し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な場合を除

く。 

 

（交付決定の変更及び通知） 

第９条 大臣は前条の規定による交付決定変更申請書の提出があ

ったときは、審査の上、交付決定の変更を行い、様式第８－４に

よる交付決定変更通知書を補助対象事業者に通知するものとす

る。 

２ 大臣は、前項の通知に際して、必要な条件を付すことができる。 

 

（申請の取下げ） 

第１０条 補助対象事業者は、補助金の交付の決定後、その交付の

決定に係る申請の取り下げをするときは、交付決定の通知を受け

た日から起算して３０日以内に、その旨を記載した書面を大臣に

提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第１１条 補助対象事業者は、大臣の要求があった場合には、すみ

やかに様式第８－５による状況報告書を大臣に提出しなければ

ならない。 

２ 補助対象事業者は、補助対象事業が補助対象事業年度内に完了

しない見込みであるときは、状況報告書にその理由を付して事業

年度の３月１０日までに大臣に提出しなければならない。 

３ 補助対象事業者は、前項の補助対象事業の遂行状況について次
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改 正 案 現   行 備考 

事業年度第２四半期終了後、すみやかに状況報告書を大臣に提出

しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１２条 補助対象事業者は、補助対象事業が完了したときは、そ

の日から１か月を経過した日又は翌年度の４月１０日のいずれ

か早い日までに様式第８－６による完了実績報告書を大臣に提

出しなければならない。ただし、補助対象事業の全部が交付決定

年度内に完了しないときには、翌年度の４月３０日までに様式第

８－７による終了実績報告書を大臣に提出しなければならない。 

２ 補助対象事業者は、前項の完了実績報告書又は終了実績報告書

を提出するときは、次の各号に掲げる事項を記載した報告書を添

付するものとする。 

 一 実証運行の実績（期間、運行回数、輸送人員等） 

 二 必要な感染症対策及び車内等の密度を上げないための配慮

による効果 

 三 実証運行に要した経費 

 四 実証運行による収入 

 

（補助金の額の確定等） 

第１３条 大臣は、前条第１項本文の規定による完了実績報告を受

けた場合であって、その報告に係る補助対象事業の実施結果が補

助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認

めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、様式第８－８によ

り補助対象事業者に通知するものとする。 
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改 正 案 現   行 備考 

 

（補助金の請求） 

第１４条 補助対象事業者は、国から補助金の支払いを受けようと

するときは、様式第８－９による補助金支払請求書を大臣に提出

しなければならない。なお、必要があると認められる経費につい

ては、概算払をすることができる。 

 

（事業の中止等） 

第１５条 補助対象事業者は、補助対象事業の中止、廃止又は譲渡

を行おうとする場合は、その旨を記載した書面を大臣に提出し、

その承認を受けなければならない。 

 

（補助金の整理） 

第１６条 補助対象事業者は、補助対象経費に係る補助金について

収入及び支出に関する帳簿を備え、他の経理と区分して補助金の

使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助対象事業者は、前項の帳簿とともにその内容を証する書類

を整理して、補助対象事業の完了する日の属する年度の終了後５

年間保存しなければならない。 

 

（取得財産等の整理） 

第１７条 補助対象事業者は、取得財産等に関する特別の帳簿を備

え、取得財産等を取得し、又は効用の増加した時期、所在場所、

価格及び取得財産等に係る補助金等の取得財産等の状況が明ら

かになるよう整理しなければならない。 
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改 正 案 現   行 備考 

（帳簿等の保存） 

第１８条 補助対象事業者は、次の各号に掲げる帳簿等を、次項

で定める期間保存しておかなければならない。 

一 取得財産等の得喪に関する書類 

二 取得財産等の現状把握に必要な書類及び資料類 

２ 前項で規定する期間は、処分制限期間告示に定める期間とす

る。 

 

（取得財産等の管理等） 

第１９条 補助対象事業者は、取得財産等について、補助対象事業

の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助

金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならな

い。 

 

（取得財産等の処分の制限） 

第２０条 補助対象事業者は、取得財産等について、補助金交付の

目的及び耐用年数省令を勘案して、大臣が別に定める期間を経過

するまでは、大臣の承認を受けないで補助金の交付の目的に反し

て処分をしてはならない。 

２ 補助対象事業者は、前項の処分をしようとするときは、あらか

じめ様式第８－１０による財産処分承認申請書を提出して大臣

の承認を受けなければならない。 

３ 大臣は、前項の承認をしようとする場合において、交付した補

助金のうち第１項の処分時から財産処分制限期間が経過するま

での期間に相当する分を原則として返還させるとともに、さら

に、当該処分により補助対象事業者に利益が生じるときは、交付
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改 正 案 現   行 備考 

した補助金額の範囲内でその利益の全部又は一部を国に納付さ

せることとする。 

 

附則別表１（令和２年７月１日改正附則第２条及び第４条第２項関連） 

種目 補助対象事業者 補助対象経費の区分 補助率 

鉄道 鉄軌道事業者（地

方公共団体（第三

種鉄道事業者を

除く。）、日本国

有鉄道改革法（昭

和６１年法律第

８７号）第６条第

２項に定める旅

客会社及び同法

第８条第２項に

定める貨物会社、

大手民鉄及び大

手民鉄に準ずる

大都市周辺の民

鉄事業者並びに

鋼索鉄道のみを

経営する事業者

を除く。） 

感染症拡大防止対策のため

の設備等の導入等に要する

費用（車両における抗菌・抗

ウイルス・換気対策、駅の衛

生対策、熱感知カメラの設

置等による検温、運転台仕

切りカーテン隔壁の設置、

利用者に対し感染症対策へ

の協力を求めるための周知

等、リアルタイムの混雑情

報を提供するシステムの導

入に要する経費等） 

１ ／ ２

（ 当 該

補 助 対

象 経 費

が 100

万 円 以

下 の 部

分 に つ

い て は

定額） 

必要な感染症対策を行った

うえで、車内等の密度を上

げないよう配慮した実証運

行に要する費用 

１／２ 

自動車 一般乗合旅客自

動車運送事業者 

感染症拡大防止対策のため

の設備等の導入等に要する

１ ／ ２

（ 当 該

（新設）  
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改 正 案 現   行 備考 

費用（車両における抗菌・抗

ウイルス・換気対策、ターミ

ナルの衛生対策、熱感知カ

メラの設置等による検温、

運転席仕切りカーテン隔壁

の設置、利用者に対し感染

症対策への協力を求めるた

めの周知等、リアルタイム

の混雑情報を提供するシス

テムの導入に要する経費

等） 

補 助 対

象 経 費

が 100

万 円 以

下 の 部

分 に つ

い て は

定額） 

必要な感染症対策を行った

うえで、車内等の密度を上

げないよう配慮した実証運

行に要する費用 

１／２ 

一般貸切旅客自

動車運送事業者 

感染症拡大防止対策のため

の設備等の導入等に要する

費用（車両における抗菌・抗

ウイルス・換気対策、ターミ

ナルの衛生対策、熱感知カ

メラの設置等による検温、

運転席仕切りカーテン隔壁

の設置、利用者に対し感染

症対策への協力を求めるた

めの周知等に要する経費

１ ／ ２

（ 当 該

補 助 対

象 経 費

が 100

万 円 以

下 の 部

分 に つ

い て は

定額） 
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改 正 案 現   行 備考 

等） 

高性能車内換気機構等感染

拡大防止効果の高い設備を

備えた車両を導入するため

に要する費用 

必要な感染症対策を行った

うえで実証運行に要する費

用 

１／２ 

海事 第２６条第２項

に定める離島航

路事業及び同条

第３項において

離島航路事業と

みなすこととさ

れている事業を

営む者 

感染症拡大防止対策のため

の設備等の導入等に要する

費用（船舶における抗菌・抗

ウイルス・換気対策、ターミ

ナルの衛生対策、熱感知カ

メラの設置等による検温、

利用者に対し感染症対策へ

の協力を求めるための周知

等、リアルタイムの混雑情

報を提供するシステムの導

入に要する経費等） 

１ ／ ２

（ 当 該

補 助 対

象 経 費

が 100

万 円 以

下 の 部

分 に つ

い て は

定額） 

必要な感染症対策を行った

うえで、船内等の密度を上

げないよう配慮した実証運

航に要する費用 

１／２ 

航空 本邦航空運送事

業者（特定本邦航

感染症拡大防止対策のため

の設備等の導入等に要する

１ ／ ２

（ 当 該
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空運送事業者を

除き、主に離島や

同一都道府県内

に係る航空路線

を運航する航空

運送事業者に限

る。） 

費用（航空機における抗菌・

抗ウイルス・換気対策、ター

ミナルの衛生対策、熱感知

カメラの設置等による検

温、利用者に対し感染症対

策への協力を求めるための

周知等、リアルタイムの混

雑情報を提供するシステム

の導入に要する経費等） 

補 助 対

象 経 費

が 100

万 円 以

下 の 部

分 に つ

い て は

定額） 

必要な感染症対策を行った

うえで、機内等の密度を上

げないよう配慮した実証運

航に要する費用 

１／２ 

 

１．補助対象経費には、土地の取得に要する費用を除く。 

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における

仕入控除の対象となる消費税相当分については、補助対象としな

いものとする。 

  また、補助対象経費に係る消費税のうち、一部又は全部について

仕入控除ができない場合は、その旨を記した理由書を申請書に添

付し、補助対象経費に係る消費税相当額も補助対象とするものと

する。上記により消費税相当額を含めて補助対象経費とした場合

は、様式第８－１１に当該補助対象事業完了年度の消費税の確定

申告書等を添付して提出するものとする。 

 


